【様式１】
令和５年　　月　　日

主権者及び消費者の育成に係る
指導の充実に関する実践研究
事業実施計画書
団体名

所在地

代表者職名

　　　氏名　　　　　　　　　　
担当者所属・職名

　　　氏名

電話番号

FAX番号

E-MAIL

　令和５年度「主権者及び消費者の育成に係る指導の充実に関する実践研究」の事業実施計画書を提出します。

【※の内容に留意しながら記載すること。また、提出する際は、※書き自体は削除すること。】
※　域内の複数の学校を実践校として指定する場合は、本事業実施計画書の「３．実践内容」の「（２）実践校において取り組む内容」を実践校ごとに作成すること。
１．類型の選択
※　実践研究を行う類型についてチェック欄に✓を入力すること（複数選択可）。
	類　型
	ﾁｪｯｸ欄

	類型Ⅰ①
	主権者に必要な資質・能力の育成に係る小学校又は中学校における実践
	

	
	
	ア．社会科における指導
	

	
	
	イ．特別活動における指導
	

	類型Ⅰ②
	主権者に必要な資質・能力の育成に係る高等学校における実践
	

	
	
	ア．公民科における指導
	

	
	
	イ．特別活動における指導
	

	類型Ⅱ①
	消費者として必要な資質・能力の育成に係る小学校又は中学校における実践
	

	類型Ⅱ②
	消費者として必要な資質・能力の育成に係る高等学校における実践
	


２．提案に至った背景（現状と課題認識）
  ※　主権者及び消費者（選択した類型に応じて）に必要な資質・能力の育成に関する教育について、地域や学校における現状・課題を記載すること。
３．実践内容
※　以下の該当する類型について記載し、その他の類型に係る内容は削除すること。
※　類型Ⅰ①について、ア、イの両方について実施する場合は、【類型Ⅰ①ア】【類型Ⅰ①イ】と、順に記載すること（類型Ⅰ②も同様）。

【類型Ⅰ①】ア／イ
（１）教育委員会等（受託者）において取り組む内容
※　教育委員会等の本事業の受託者について、本実践研究における役割が分かるように記載すること。その際、実践校に対する支援内容や管下の学校を対象とした研修の充実策の検討など、具体的な取組内容が分かるように記載すること。
（２）実践校において取り組む内容
　ア．実践校について
	実践校名
	（ふりがな）
○○市立○○学校

	全校児童・生徒数
	実践研究の対象

	○○人
	（学年）
第○学年
第○学年
	（児童・生徒数）
○○人
○○人


　　※　実践研究の対象学年が複数ある場合は、改行して追記すること。全校で実施する場合は（学年）欄に「全校」と記載し、（児童・生徒数）欄に斜線を引くこと。
　イ．指導計画・内容
※　アについて実施する場合は、社会科において取り組もうと考える指導上の工夫を、可能な限り具体的に記述すること。併せて、社会科の年間指導計画及びそれを踏まえた単元計画を示すこと（本実施計画を記述する時点において、実践研究の内容を取り入れた年間指導計画及び単元計画の作成が困難である場合は、既存の計画でも可能）。また、関連する他教科等における学習活動について、教育課程上の位置付けと実施（予定）時期・内容を明記すること。
※　イについて実施する場合は、特別活動において取り組もうと考える指導上の工夫を、可能な限り具体的に記述すること。併せて、特別活動の全体計画及び本実践研究に該当する各活動の年間指導計画を示すこと（本実施計画を記述する時点において、実践研究の内容を取り入れた年間指導計画及び単元計画の作成が困難である場合は、既存の計画でも可能）。また、学校全体としての取組とするための校内体制構築に向けた工夫を、可能な限り具体的に記述すること。
※　別添資料による提出も可。

ウ．実践計画
※　２年間のおおまかなスケジュールが分かるように記載すること。特に、実践研究で取り組むテーマについて明らかにするプロセス（成果の検証の場、方法）が分かるようにすること。
	時期
	実施内容
	備考

	R5年4月
	
	

	5月
	企画運営会議（第1回）
	顔合わせ、スケジュールの確認

	6月
	
	

	7月
	実践校訪問①
	

	
	
	

	10月
	実践校訪問②
	

	12月
	企画運営会議（第２回）
	進捗の確認

	R6年1月
	
	

	2月
	実践校研究報告会
	

	3月
	企画運営会議（第３回）
	1年目の振り返り

	
	
	

	R7年1月
	
	

	2月
	
	

	3月
	
	


エ．校内の実施体制
　　　※　実践研究にのぞむ校内体制について記載すること。外部人材・機関の参画を想定している場合は、その者（団体）の本実践における位置づけ・役割が分かるように記載すること。図表を用いて構わない。
【類型Ⅰ②】ア／イ
（１）教育委員会等（受託者）において取り組む内容

※　教育委員会等の本事業の受託者について、本実践研究における役割が分かるように記載すること。その際、実践校に対する支援内容や管下の学校を対象とした研修の充実策の検討など、具体的な取組内容が分かるように記載すること。
（２）実践校において取り組む内容
　ア．実践校について
	実践校名
	（ふりがな）

○○県立○○学校

	全校生徒数
	実践研究の対象

	○○人
	（学科）
○○

○○
	（学年）
第○学年

第○学年
	（生徒数）

○○人
○○人


　　※　実践研究の対象学科や学年が複数ある場合は、改行して追記すること。全校で実施する場合は（学科）欄に「全校」と記載し、（学年）（生徒数）欄に斜線を引くこと。
　イ．指導計画・内容
※　アについて実施する場合は、公民科において取り組もうと考える指導上の工夫を、可能な限り具体的に記述すること。併せて、公民科の年間指導計画及びそれを踏まえた単元計画を示すこと（本実施計画を記述する時点において、実践研究の内容を取り入れた年間指導計画及び単元計画の作成が困難である場合は、既存の計画でも可能）。また、関連する他教科等における学習活動について、教育課程上の位置付けと実施（予定）時期・内容を明記すること。
※　イについて実施する場合は、特別活動において取り組もうと考える指導上の工夫を、可能な限り具体的に記述すること。併せて、特別活動の全体計画及び本実践研究に該当する各活動の年間指導計画を示すこと（本実施計画を記述する時点において、実践研究の内容を取り入れた年間指導計画及び単元計画の作成が困難である場合は、既存の計画でも可能）。また、学校全体としての取組とするための校内体制構築に向けた工夫を、可能な限り具体的に記述すること。
※　別添資料による提出も可。

ウ．実践計画
※　２年間のおおまかなスケジュールが分かるように記載すること。特に、実践研究で取り組むテーマについて明らかにするプロセス（成果の検証の場、方法）が分かるようにすること。
	時期
	実施内容
	備考

	R5年4月
	
	

	5月
	企画運営会議（第1回）
	顔合わせ、スケジュールの確認

	6月
	
	

	7月
	実践校訪問①
	

	
	
	

	10月
	実践校訪問②
	

	12月
	企画運営会議（第２回）
	進捗の確認

	R6年1月
	
	

	2月
	実践校研究報告会
	

	3月
	企画運営会議（第３回）
	1年目の振り返り

	
	
	

	R7年1月
	
	

	2月
	
	

	3月
	
	


エ．校内の実施体制
　　　※　実践研究にのぞむ校内体制について記載すること。外部人材・機関の参画を想定している場合は、その者（団体）の本実践における位置づけ・役割が分かるように記載すること。図表を用いて構わない。
【類型Ⅱ①】
（１）教育委員会等（受託者）において取り組む内容

※　教育委員会等の本事業の受託者について、本実践研究における役割が分かるように記載すること。その際、実践校に対する支援内容や管下の学校を対象とした研修の充実策の検討など、具体的な取組内容が分かるように記載すること。
（２）実践校において取り組む内容
　ア．実践校について
	実践校名
	（ふりがな）

○○市立○○学校

	全校児童・生徒数
	実践研究の対象

	○○人
	（学年）
第○学年

第○学年
	（児童・生徒数）

○○人
○○人


　　※　実践研究の対象学年が複数ある場合は、改行して追記すること。全校で実施する場合は（学年）欄に「全校」と記載し、（児童・生徒数）欄に斜線を引くこと。
　イ．指導計画・内容
※　家庭科において取り組もうと考える指導上の工夫を、可能な限り具体的に記述すること。併せて、家庭科の年間指導計画及びそれを踏まえた題材の計画を示すこと（本実施計画を記述する時点において、実践研究の内容を取り入れた年間指導計画及び題材の計画の作成が困難である場合は、既存の計画でも可能）。また、関連する他教科等における学習活動について、教育課程上の位置付けと実施（予定）時期・内容を明記すること。
※　別添資料による提出も可。
ウ．実践計画
※　２年間のおおまかなスケジュールが分かるように記載すること。特に、実践研究で取り組むテーマについて明らかにするプロセス（成果の検証の場、方法）が分かるようにすること。
	時期
	実施内容
	備考

	R5年4月
	
	

	5月
	企画運営会議（第1回）
	顔合わせ、スケジュールの確認

	6月
	
	

	7月
	実践校訪問①
	

	
	
	

	10月
	実践校訪問②
	

	12月
	企画運営会議（第２回）
	進捗の確認

	R6年1月
	
	

	2月
	実践校研究報告会
	

	3月
	企画運営会議（第３回）
	1年目の振り返り

	
	
	

	R7年1月
	
	

	2月
	
	

	3月
	
	


エ．校内の実施体制
　　　※　実践研究にのぞむ校内体制について記載すること。外部人材・機関の参画を想定している場合は、その者（団体）の本実践における位置づけ・役割が分かるように記載すること。図表を用いて構わない。
【類型Ⅱ②】
（１）教育委員会等（受託者）において取り組む内容

※　教育委員会等の本事業の受託者について、本実践研究における役割が分かるように記載すること。その際、実践校に対する支援内容や管下の学校を対象とした研修の充実策の検討など、具体的な取組内容が分かるように記載すること。
（２）実践校において取り組む内容
　ア．実践校について
	実践校名
	（ふりがな）

○○県立○○学校

	全校生徒数
	実践研究の対象

	○○人
	（学科）
○○

○○
	（学年）
第○学年

第○学年
	（生徒数）

○○人
○○人


　　※　実践研究の対象学科や学年が複数ある場合は、改行して追記すること。全校で実施する場合は（学科）欄に「全校」と記載し、（学年）（生徒数）欄に斜線を引くこと。
　イ．指導計画・内容
※　家庭科において取り組もうと考える指導上の工夫を、可能な限り具体的に記述すること。併せて、家庭科の年間指導計画及びそれを踏まえた題材の計画を示すこと（本実施計画を記述する時点において、実践研究の内容を取り入れた年間指導計画及び題材の計画の作成が困難である場合は、既存の計画でも可能）。また、関連する他教科等における学習活動について、教育課程上の位置付けと実施（予定）時期・内容を明記すること。
※　別添資料による提出も可。
ウ．実践計画
※　２年間のおおまかなスケジュールが分かるように記載すること。特に、実践研究で取り組むテーマについて明らかにするプロセス（成果の検証の場、方法）が分かるようにすること。
	時期
	実施内容
	備考

	R5年4月
	
	

	5月
	企画運営会議（第1回）
	顔合わせ、スケジュールの確認

	6月
	
	

	7月
	実践校訪問①
	

	
	
	

	10月
	実践校訪問②
	

	12月
	企画運営会議（第２回）
	進捗の確認

	R6年1月
	
	

	2月
	実践校研究報告会
	

	3月
	企画運営会議（第３回）
	1年目の振り返り

	
	
	

	R7年1月
	
	

	2月
	
	

	3月
	
	


エ．校内の実施体制
　　　※　実践研究にのぞむ校内体制について記載すること。外部人材・機関の参画を想定している場合は、その者（団体）の本実践における位置づけ・役割が分かるように記載すること。図表を用いて構わない。
４．経費
　(1) 令和５年度（事業実施の当該年度）における経費
（単位：円）
	費　目
	  種　　別
	金　　額
	積　　算　　内　　訳

	人件費
	人件費
	円
	　　　　　　　　　　　　　　  ○人×○日×＠＝

	事

業

費


	諸謝金
	円
	○○委員会出席謝金　　　　　　○人×○回×＠＝
外部講師謝金　　　　　　　　  ○人×○回×＠＝

	
	旅費
	円
	○○委員会出席旅費
○○（出発地）～○○（到着地）　　　　　  ○人×○日×＠＝

	
	借損料
	円
	会場借料                    ○時間×○回×＠＝

	
	消耗品費
	円
	コピー用紙代                　　　○○箱×＠＝
関係資料（具体的な書籍名）購入代  ○○冊×＠＝

	
	会議費
	円
	○○委員会お茶代              ○人×○回×＠＝

	
	通信運搬費
	円
	○○委員会開催通知郵送料      ○人×○回×＠＝

	
	印刷製本費
	円
	○○印刷費　             　　　     ○冊×＠＝

	
	雑役務費
	円
	振込手数料　                        ○件×＠＝

	
	消費税相当額
	　　　　　 円
	人件費　　　　　　　　　　　○○○円×１０％
事業費（諸謝金（不課税分）　○○○円×１０％
※免税事業者は「計上不要」と記載すること

	一般管理費
	一般管理費
	円
	（人件費＋事業費）×○％

	再委託費
	再委託費
	円
	○○市（内訳は別添のとおり）　　　     ○○○円

	合計
	円
	


※　記述にあたっては、〔別添〕の「経費計上の留意事項等」に従うこと。
※　積算内訳は単価及び数量を明らかにすること。
※　印刷製本費及び雑役務費を計上する場合は、見積書等を添付すること。（再委託費の内訳に印刷製本費及び雑役務費を計上する場合も同様）　

※　消耗品費は、消耗品のみを計上し、備品(長期の反復使用に耐えうるもの)は計上しないこと。
※　消費税相当額は原則課税事業者のみ計上されるものである。
※　再委託費の内訳については、当該経費区分に準じ経費ごとに作成の上、添付すること。
　(2) 事業実施期間（２年間）中の経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費　目
	種　　別
	初年度

種別予定額
	翌年度

種別予定額
	合計金額

	人件費
	人件費
	円
	円
	円

	事

業

費


	諸謝金
	円
	円
	円

	
	旅費
	円
	円
	円

	
	借損料
	円
	円
	円

	
	消耗品費
	円
	円
	円

	
	会議費
	円
	円
	円

	
	通信運搬費
	円
	円
	円

	
	印刷製本費
	円
	円
	円

	
	雑役務費
	円
	円
	円

	
	消費税相当額
	円
	円
	円

	一般管理費
	一般管理費
	円
	円
	円

	再委託費
	再委託費
	円
	円
	円

	合計
	円
	円
	円
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